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平成１６年１１月２６日 

平成１７年３月期  中間決算短信（連結） 
 
上 場 会 社 名  株式会社  ア プ ラ ス                      上場取引所(所属部)  大証(市場第一部) 
コ ー ド 番 号  ８５８９                                   本社所在都道府県  大阪府 
(ＵＲＬ http://www.aplus.co.jp) 
代 表 者    役職名  取 締 役 社 長     氏名  杉 山 淳 二 
問合せ先責任者    役職名  執 行 役 員     氏名  籠 谷 修 司      ＴＥＬ (06) 6245 ‐ 7952 
決算取締役会開催日    平成１６年１１月２６日                   
親 会 社 名  株式会社 新生銀行(コード番号：８３０３)   親会社における当社の株式保有比率 67.6％ 
米国会計基準採用の有無      無 
 
１． １６年９月中間期の連結業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日） 
（１）連 結 経 営 成 績                                                                                               （百万円未満切捨） 
 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
１６年９月中間期 ４８,７１４ （ △ ８.４ ） １,６１２ （ △ ８.５ ） １,７６１ （ △１０.１ ） 
１５年９月中間期 ５３,１９８ （ ４.７ ） １,７６１ （ ２０１.４ ） １,９５８ （ １７８.９ ） 
１６年３月期 １０７,０９５    ３,４３８    ３,９０８    
 
 中間（当期）純利益 １ 株 当 た り 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 
潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益 

 百万円   ％ 円       銭 円  銭 
１６年９月中間期 △ ２６４，７６８ （ ―   ） △ ４,０５８ ３５ ―   ―   
１５年９月中間期 ６０５ （ ７５.３ ） ９ ４９  ２ ３０  
１６年３月期 １,４８３    ２３ ２４  ５ ６４  
(注) 1. 持分法投資損益 １６年９月中間期 １８４ 百万円 １５年９月中間期 ２１３ 百万円 １６年３月期 ４４７ 百万円 

 
 
2. 
 

                         １６年９月中間期   ６５,２４０,６０８株 
期中平均株式数(連結)   １５年９月中間期    ６３,８２６,０１７株       
    (普通株式)          １６ 年 ３ 月 期    ６３,８２４,２１３株 

 3. 会計処理方法の変更            有      
 4. 営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（２）連 結 財 政 状 態 
 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
１６年９月中間期 １,６６２,５４６ △ １８０,９９０ △ １０.９ △ １，０９０ ５６ 
１５年９月中間期 １,８５４,０１４ ５０,３１１ ２.７ ３１８ ２５ 

１６年３月期 １,８４１,９４７ ５０,７５２ ２.８ ３２５ １８ 
 

(注) 
 

                           １６年９月中間期    １９３,４６９,３５１株        優先株式数については、 
期末発行済株式数(連結)   １５年９月中間期     ６３,８２３,９９５株        １７ページを参照してください。 
     (普通株式)           １６ 年 ３ 月 期     ６３,８２０,３８７株    

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
１６年９月中間期 ６４,７３８ ５,２２３ １７,０２８ １７３,８１６ 
１５年９月中間期 ５２,５２８ △  ３,２４２ △  ２８,７２１ １１３,９２１ 
１６年３月期 ５７,５２０ △  ７,２９５ △  ５６,６１５ ８６,８２５ 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
 連結子会社数 6 社 持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 1 社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
 連結（新規） ― 社  （除外）  1 社    持分法（新規） ― 社  （除外） ― 社 
 
２． １７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）   
 営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 
通      期 ９７,５００ ５,０００ △ ２６１,７００ 
 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） △２,０２３ 円 １１ 銭 

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の８ページを参照してください。 
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企 業 集 団 の 状 況 
 

当社グループは、当社、連結子会社6社および関連会社1社で構成されており、主な部門と主要な会社の
当該部門における位置付けは、次のとおりであります。 

主 要 な 会 社 
部       門 

当社および子会社・関連会社 

総 合 あ っ せ ん 

個 品 あ っ せ ん 

信 用 保 証 

融 資 

当     社 ――――――――――― 

ア プ ラ ス リ ー ス(株) 

(株)アプラスビジネスサービス 

パシフィック･オート･トレーディング(株) 

   フ ロ ン テ ィ ア 債 権 回 収(株) ※ 

そ の 他 当     社 

そ の 他 ３ 社 

   
   
   
   
系統図は、次のとおりであります。 

金融サービス 

 
当        社 

  資金供給等   

金融サービス  業務委託等 

 
  ア プ ラ ス リ ー ス(株) 

  
     

      (株)アプラスビジネスサービス 

 業務受託等     パシフィック･オート･トレーディング(株) 

      フ ロ ン テ ィ ア 債 権 回 収(株) ※ 

 
 
 
お 
 
客 
 
さ 
 
ま 
 
 
       そ の 他 ３ 社 

    ※ 持分法適用会社 
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経 営 方 針 

１．経営の基本方針 
当社グループの企業理念は「私たちはお客さまに対し最高の金融サービスを開発・提供すること
に挑戦します」であります。当社グループは、多様化が進むお客さまやマーケットのニーズに対し、
最高の商品やサービスの開発を行ない、総合的な「リテール・ファイナンス・サービス」を提供す
る「ノンバンク」としてのプレゼンスを確立していきたいと考えております。その実現に向け、事
業ビジョンとして「リテール金融サービス開発企業」を掲げ、「事業の革新」「現場発信のスピー
ド溢れる業務展開」「開発型企業風土への変革」を経営の基本方針としております。 

２．利益配分に関する基本方針 
利益配分につきましては、財務体質の強化および将来の事業展開に備えるとともに、当社グルー
プを取り巻く経営環境等を総合的に勘案し、中長期的な視点にたって株主の皆さまへの安定的な利
益還元を行うことを基本方針としております。 

３．中長期的な経営戦略 
当社グループは、「ノンバンク」として確固たるプレゼンスを確立するために、平成１６年９月
に株式会社新生銀行と全面的な業務・資本提携を行いました。 
今後は、同行グループが展開する「ノンバンクビジネス戦略｣の中核として「ショッピングクレ
ジット事業」を基盤事業と位置付け、「カード事業」「消費者金融事業」等の「コア事業」の事業
競争力の向上および同行グループにおけるシナジー効果の追及による収益の極大化に取り組んで
まいります。 
なお、今後とも当社グループの事業ビジョン「リテール金融サービス開発企業」に変更の予定は
ありません。平成１６年度下半期におきましては、当年度を最終年度とする第四次中期経営計画『ア
プラス革新計画 New Challenge』に取り組むとともに、今後の事業戦略の方向性に基づき、同行と
合同で事業推進体制を構築し、平成１７年度以降の経営戦略を策定してまいります。 
 

【事業ビジョン】     『リテール金融サービス開発企業』 
 
【第四次中期経営計画『アプラス革新計画 New Challenge』（平成１４年度～平成１６年度）】 

   (1) 基本方針 
 ｢事業の革新｣ 
 ｢現場発信のスピード溢れる業務展開｣ 
 ｢開発型企業風土への変革｣ 

   (2) 基本方針に基づく事業戦略の方向性 
事業の革新 

    ・ショッピングクレジット等の加盟店さまに対し、「ショッピングクレジット事業」をはじめ、
「カード事業」「消費者金融事業」「決済事業」および「ファイナンス事業」の５事業を複
合的に組み合わせることで多様なニーズにお応えする｢ソリューション営業｣を推進 

    ・「カード事業」および「決済事業」の更なる強化、「ファイナンス事業」の早期収益化なら
びに新規事業の育成 

    現場発信のスピード溢れる業務展開 
    ・業務の改革へのスピード溢れる取り組みによる｢ローコスト・オペレーション｣の実現 
    ・事業の革新を支えるインフラストラクチャー、業務フローおよび諸制度の見直し 
    開発型企業風土への変革 
    ・発案した社員が中心となって事業開発を推進 
    ・開発型企業風土を支える処遇制度の構築 
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 【今後の事業計画の方向性】 
   (1) コンセプト 

新生銀行グループの「ノンバンクビジネス戦略｣の中核として、グループ全体での収益基盤
の拡大・安定化を実現 

   (2) 方向性 
① 新生銀行グループが展開する「ノンバンクビジネス戦略｣の中核として、「ショッピングク
レジット事業｣を基盤とした「コア事業」の事業競争力の向上および新生銀行グループとのシ
ナジー効果の発揮による収益の極大化 
② 最良な資金ポートフォリオの構築による資金調達構造の最適化 
③ 新生銀行グループの先進的ＩＴを活用した共通プラットフォーム導入等によるコスト削減 

４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 
 (1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営監視機能の強化およびコンプライアンス体制の充実による経営の健全性を保持し、
経営環境の変化への迅速な対応および経営効率の向上をはかることをコーポレート・ガバナンス
に関する基本方針としております。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 
当社は、業務執行のスピードアップをはかるとともに、その成果と責任を明確にするため執行
役員制度を導入しております。また、取締役会のもつ業務執行の意思決定と職務執行の監督とい
う本来機能の強化に努めております。 
取締役会につきましては、毎月１回定期的に、また必要に応じて開催されており、経営の重要
事項を決定するとともに、業務の執行状況を逐次監督しております。 
経営監視機能といたしましては、当社は監査役制度を採用しており、監査役が取締役会やその
他の主要な会議への出席や意見具申を通じ監視機能を果たしております。なお、監査役４名のう
ち２名は当社と利害関係のない社外監査役であります。 
また、会社内部における牽制の仕組みにつきましては、検査部が業務の適法性等を検証し、検
査結果を代表取締役および担当役員に報告し、該当部署に対して改善指導等を実施しております。 
コンプライアンス体制の充実につきましては、コンプライアンス委員会およびコンプライアン
ス統括部を設置するとともに、複数の顧問弁護士と連携し、社内のあらゆる事象に対して法令遵
守の観点からチェックを行うとともに、コンプライアンスマニュアルを制定し、全社員への教育
および啓蒙を徹底しております。 
当社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況とし
ましては、当社の業務運営に係るリスクを明確にし、リスク管理を恒常的に行う体制の整備およ
びその円滑な運営等に努めてまいりました。 
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経営成績および財政状態 

１．経営成績 

 (1) 当中間期の概況について 
当中間期のわが国経済は、企業収益や個人消費が改善傾向を示す等、回復基調に移行してまい
りましたが、景気の本格的な回復には今しばらく時間を要する状況で推移いたしました。 
金融業界を取り巻く環境につきましては、メガバンクを中心にリテール分野における戦略や方
向性が明確になりはじめる等、変化の激しい状況で推移いたしました。 
このような中で当社グループは、今年度を最終年度とする第四次中期経営計画『アプラス革新
計画 New Challenge』の基本方針「事業の革新」「現場発信のスピード溢れる業務展開」「開
発型企業風土への変革」に基づく諸施策に取り組むとともに、多様化が進むお客さまやマーケッ
トのニーズに対し総合的な「リテール・ファイナンス・サービス」を提供する「ノンバンク」と
してのプレゼンスを早期に確立するために、本年９月に株式会社新生銀行（以下：新生銀行）と
全面的な業務・資本提携を行いました。本提携に伴い、｢不動産担保等の融資債権等（＝ノンコ
ア事業）の売却・分割｣「債務免除」「資本政策」等の措置を講じ、今後は新生銀行グループの
「ノンバンクビジネス戦略｣の中核として強力に事業展開が可能な体制を整備いたしました。ま
た、同行の連結子会社化に伴い、同行に準拠した収益の計上基準の適用や貸倒引当金の計上方針
の見直し等を併せて実施いたしました。 
第四次中期経営計画『アプラス革新計画 New Challenge』に基づく当中間期の取り組みとし
て、営業面では、「ショッピングクレジット事業｣を当社の最大の基盤事業と位置付け強化・推
進するとともに、「ショッピングクレジット事業｣の店舗等のインフラを最大限活用し、「カー
ド事業」「消費者金融事業」「決済事業」「ファイナンス事業｣のコア事業を推進してまいりま
した。さらに、先進的な新商品やサービスの開発強化をはかり、ショッピングクレジット事業の
加盟店さま等をはじめとするお客さまの多様なニーズにお応えするソリューション営業への取
り組みを強化してまいりました。 
また、体制面としては、本年８月に従来の全国１３地区統括制から４地区に集約し、各地区の
営業全般を統括する「統括部」を設置いたしました。これにより、地区単位で地域性を考慮した
マーケットニーズによりきめ細かく対応することが可能となり、各地区の収益の極大化に向けた
体制を整備いたしました。 
この結果、当中間期の業績につきましては、取扱高は決済事業の伸張により９,５４２億９１
百万円（前中間期比１４.５％増）となりました。営業収益は営業全般は堅調に推移いたしまし
たが「ノンコア事業｣の売却・分割や新生銀行との全面提携に伴い同行に準拠した収益計上基準
の適用等により４８７億１４百万円（前中間期比８.４％減）となりました。営業費用は営業強
化による物件費等の増加はありましたが、｢ノンコア事業｣の売却・分割による貸倒引当金繰入額
の減少等により４７１億２百万円（前中間期比８.４％減）となり、経常利益は１７億６１百万
円（前中間期比１０.１％減）となりました。また、新生銀行との全面提携に伴い債務免除益と
して特別利益９４０億円を計上するとともに、債権売却損や信用保証事業分割損および貸倒引当
金繰入額等として特別損失３,２５４億５０百万円を計上いたしました。これら特別損益の計上
および繰延税金資産の計上方針を新生銀行に準拠したこと等による法人税等調整額の影響によ
り中間純損失は２,６４７億６８百万円となりました。 

 (2) 部門別の業績について 
  ① 総合あっせん部門 

本部門の主要事業でありますカードショッピングを主業務とするカード事業におきましては、
「ＴＳＵＴＡＹＡアプラスカード」等の提携カードを中心にクレジットカードの発行が順調に推
移したこと等を受け、カードショッピングの取扱高が前中間期比大幅に増加したこと等により、
総合あっせん部門の営業収益は２４億７６百万円（前中間期比６.６％増）となりました。 
また、興行チケット提供会社大手のコミュニティネットワーク株式会社（ＣＮプレイガイド）
と提携し、Ｗｅｂ上でのコンサート等のチケット提供サービスを開始する等の会員向けサービス
の更なる充実にも取り組んでまいりました。 
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  ② 個品あっせんおよび信用保証部門 
本部門の主要事業でありますショッピングクレジット事業におきましては、業界初となる車上
荒し補償やピッキング補償が附帯された新型クレジットを開発・拡販をはかるとともに、継続し
て提携ローンへのシフトを推進し、金利リスクへの対応力を高めてまいりました。営業収益につ
きましては、引き続き与信の厳正化に取り組むとともに、新生銀行に準拠した収益の計上基準の
適用等により、個品あっせん部門の営業収益は７１億７０百万円（前中間期比２１.０％減）と
なり、信用保証部門の営業収益は、１５７億８１百万円（前中間期比４.５％減）となりました。 

  ③ 融資部門 
本部門の主要事業でありますクレジットカードキャッシングやローンカードを主業務とする
消費者金融事業およびファイナンス事業におきましては、キャッシング機能付きカードの発行強
化ならびにアウトバウンドによる非稼動会員の利用促進等に取り組む等、キャッシングおよび
ローン残高の積上げに取り組んでまいりました。しかしながら、「ノンコア事業」の売却・分割
等により、融資部門の営業収益は１８０億５６百万円（前中間期比１９.６％減）となりました。 

  ④ その他部門 
本部門の主要事業であります集金代行業務を主業務とする決済事業におきましては、住宅関連
およびインターネット関連マーケットを中心に大口先の獲得・稼動等が好調に推移したことによ
り、取扱高および取扱件数は前中間期比大幅に増加いたしました。これによりその他部門の営業
収益は３３億３８百万円（前中間期比３５.３％増）となりました。 

 (3) 当中間期の主なコストについて 
  ① 人件費・物件費関連 

人件費は事務処理の増加に伴う派遣社員の雇用増により、前中間期比５４百万円増の８２億 
４８百万円となりました。 
物件費等は店舗関連費用等の固定費等、全般について更なる見直しを行ってまいりましたが、
５事業を中心に積極的な事業展開に取り組んだことに伴う物件費の増加により、前中間期比３０
億３６百万円増の１５６億８百万円となりました。 

  ② 貸倒費用関連 
当中間期の特別損失計上分を除いた貸倒引当金繰入額は、「ノンコア事業」の売却・分割およ
び引き続き与信強化に取り組んだこと等により、前中間期比７９億１５百万円減の１３７億５６
百万円となりました。 

 (4) 配当について 
当中間期は新生銀行との全面提携に伴う一連の措置により、大幅な中間純損失の計上となりま
したので、当中間期の配当金につきましては誠に遺憾ながら無配とさせていただく所存でありま
す。利益配分の基本方針に則り、早期復配を目指してまいりたいと考えておりますので何卒倍旧
のご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 
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２．新生銀行との全面的な業務・資本提携について  
当社は、「ノンバンク」として確固たるプレゼンスを確立するために、平成１６年９月に新生銀
行と全面的な業務・資本提携を行い、同行の連結子会社となりました。提携の趣旨、提携に伴う措
置と損益影響および今後の事業戦略の方向性は以下のとおりです。 

 (1) 提携の趣旨 
① 当社は、多様化・高度化が進むお客さまのニーズにお応えしていくために、『リテール金融サー
ビス開発企業』を事業ビジョンとして掲げ、今年度を最終年度とする第四次中期経営計画 『ア
プラス革新計画 New Challenge』に取り組んでいます。その実現に向け、ショッピングクレジッ
ト事業・カード事業・消費者金融事業等の｢コア事業｣に経営資源を集中し、高い事業競争力を確
保していくことを目指しております。 

② 新生銀行は、ノンバンクビジネスを投資銀行業務、リテールバンキング業務に次ぐ第三の柱と
位置付け、積極的な事業展開を図っていく方針です。すでに新生ビジネスファイナンス株式会社
による中小事業者向け融資、新生プロパティファイナンス株式会社による住宅ローンを含めた不
動産担保金融、新生セールスファイナンス株式会社による個品割賦事業など、業務分野の拡大を
進めてまいりました。 

③ 本提携によって当社は、新生銀行がグループ機能を通じて展開する｢ノンバンクビジネス戦略｣
の中核となります。さらに、｢ノンコア事業｣の売却・分割や第三者割当増資等により、抜本的な
財務内容の改善が図られることとなり、今後積極的な事業展開が可能となります。一方、新生銀
行は、本提携を機に全国に展開する強固な営業店ネットワークと長年にわたり培われてきた人
材・ノウハウを有する当社をグループ化することにより、ノンバンクビジネスの一層の強化をは
かり、グループ全体での収益基盤の拡大、安定化を実現できると考えております。 

 (2) 実施済および今後実施予定の措置ならびに損益影響 

 【実施済措置】 
  ① 「コア事業」への特化（売却完了日：平成 16 年 9 月 15 日・分割日：平成 16 年 10 月 15 日） 
   (ⅰ) 不動産担保融資等の債権１,８５０億円を外部へ売却 
   (ⅱ) 金融機関等の不動産担保融資等に係る信用保証事業を十分な引当を行った上で、会社分割

により株式会社ＵＦＪ銀行へ吸収分割 
    本措置の実施により、特別損失として債権売却損８８５億３９百万円、信用保証事業分割損 

５７１億９５百万円を計上いたしました。 

  ② 債務免除（免除日：平成 16 年 9 月 28 日） 
      株式会社ＵＦＪ銀行から譲渡された債権９４０億円を新生銀行が債務免除 
    本措置の実施により、特別利益として債務免除益９４０億円を計上いたしました。 

  ③ 資本政策（効力発生日：平成 16 年 9 月 29 日） 
   (ⅰ) 新生銀行の子会社を引受先とする３５０億円の第三者割当増資の実施 
   (ⅱ) 株式会社ＵＦＪ銀行を引受先とする優先株式(額面３００億円)を新生銀行の子会社が取得 
    本措置に伴う特別利益および特別損失の計上はありません。 

  ④ 新生銀行の連結子会社化に伴う措置（新生銀行に準拠した基準・方針の適用） 
   (ⅰ) 収益計上基準の適用 
      －総合あっせん・個品あっせん・信用保証収益に関し、主として割賦購入あっせん契約時

および保証契約時に金利等の未経過期間に係る部分を除いて一括して収益計上を行う方
式を、期日到来に応じて収益計上を行う方式に変更 

   (ⅱ) 貸倒引当金の計上方針の見直し 
      －新生銀行の引当ルールに準拠し、債務者区分と引当率の見直しを実施 
   (ⅲ) 資産保有方針の見直し 
      －固定資産の一部を流動資産として計上 
    本措置により、特別損失として割賦利益繰延計上額６９８億３１百万円、貸倒引当金繰入額 

８１７億４７百万円および固定資産評価損１１２億８７百万円を計上いたしました。 
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  ⑤ その他 
   (ⅰ) 固定資産の譲渡 
      －投資用固定資産４物件の譲渡 
   (ⅱ) 子会社株式の譲渡等 
      －｢コア事業｣へ特化するために、ホテル・レストラン事業を展開する海外子会社株式等を

譲渡 
    本措置等により、その他の特別損失として１６８億４８百万円を計上いたしました。 
 
 【実施予定の措置】 
  ⑥ 追加増資 
     平成１７年１月末を目処に「コア事業」の事業競争力の更なる向上のために、増資による財

務内容の飛躍的な強化をはかる予定としております。 

   （発行要領予定） 

    (ⅰ) 発 行 方 法： 第三者割当増資 

    (ⅱ) 発 行 種 類： 優先株式 

    (ⅲ) 発行価額の総額： ２,４１０億円程度 

    (ⅳ) 引 受 先： 新生銀行の子会社等 

    (ⅴ) 実 施 時 期： 平成１７年１月 

    ＊本措置の実施は、平成１７年１月に開催予定の臨時株主総会での定款変更等の決議・承認を条件とします。 

 (3) 今後の事業戦略の方向性 
本提携により当社の財務内容は飛躍的に向上し、当業界でもトップクラスの資産の健全性およ
び安定した自己資本比率を具備することとなります。今後は｢ショッピングクレジット事業｣を基
盤事業として｢コア事業｣の事業競争力の向上に努め、お客さまへ総合的な｢リテール・ファイナ
ンス・サービス｣を提供する｢ノンバンク」としてのプレゼンスを早期に確立し、新生銀行グルー
プの｢ノンバンクビジネス戦略｣の中核としてグループ全体での収益基盤の拡大および安定化に
取り組んでまいります。 

３．通期の見通し等 
今後の経済動向は、本格的な景気の回復には今しばらく時間を要し、金融業界におきましても収
益性の高いリテール分野を中心に更なる競争激化が見込まれます。また、当業界におきましても、
加盟店管理の強化および個人情報保護への取り組み等、対処すべき課題は少なくありません。この
ような経済環境の下、当社は｢ノンバンク」としてのプレゼンスを早期に確立するために、事業競
争力の更なる向上に努めることはもとより、「ソリューション営業」の一層の推進や新規事業の育
成および先進的な新商品やサービスの開発に取り組むとともに、加盟店管理の更なる強化ならびに
与信の厳正化にも取り組んでまいります。また、情報セキュリティの向上を含めたリスク管理につ
きましても一層の体制整備をはかってまいります。 
なお、当下期において、新生銀行の連結子会社として同行と共同で事業推進体制および中長期の
事業戦略等の検討を行ってまいります。 
これにより、平成１７年３月期の連結業績の見通しにつきましては、営業収益９７５億円、経常利
益５０億円を見込んでおりますが、当中間期における全面提携に伴う大幅な中間純損失の計上の影響
により２,６１７億円の当期純損失となる見込みであります。 
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４．財政状態 
 (1) 資産・負債および資本等の状況 

資産の状況につきましては、不動産担保等の融資債権等の売却・分割に伴う割賦売掛金残高の
減少等により、前期末比１,７９４億１百万円減少し、１兆６,６２５億４６百万円となりました。 
負債の状況につきましては、債務免除および第三者割当増資を背景とする借入金圧縮はありま
したが、新生銀行の連結子会社化に伴う措置として同行に準拠した収益計上基準の適用による割
賦利益繰延を計上したこと等により、前期末比５２３億４１百万円増加し、１兆８,４３５億 
３６百万円となりました。 
株主資本につきましては、新生銀行との提携措置に伴う大幅な中間純損失の計上により、前期
末比２,３１７億４３百万円減少し、一時的にマイナスとなりますが、平成１７年１月に実施予
定の第三者割当増資により解消するとともに、増強される見込みであります。 

 (2) キャッシュ・フローの状況 
当中間期末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前中間期末比５９８億９５百万円増
加し、１,７３８億１６百万円となりました。各活動におけるキャッシュ・フローの状況は以下
のとおりであります。 
 

項     目 前中間期 当中間期 増 減 額 
 百万円 百万円 百万円 
営業活動によるキャッシュ・フロー 52,528 64,738 12,210 
投資活動によるキャッシュ・フロー △3,242 5,223 8,466 
財務活動によるキャッシュ・フロー △28,721 17,028 45,750 
現金及び現金同等物に係る換算差額 249 ― △249 
現金及び現金同等物の増減額（減少:△） 20,814 86,991 66,177 
現金及び現金同等物の期首残高 93,107 86,825 △6,281 

 

現金及び現金同等物の中間期末残高 113,921 173,816 59,895 
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
  営業活動により増加した資金は、６４７億３８百万円となりました。 
  これは主として、債権流動化および新生銀行との提携に伴う「ノンコア事業」に係る債権の売
却によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
  投資活動により増加した資金は、５２億２３百万円となりました。 
  これは主として、投資有価証券の売却によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
  財務活動により増加した資金は、１７０億２８百万円となりました。 
  これは主として、第三者割当増資によるものであります。  
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中  間  連  結  貸  借  対  照  表 
 

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期 
(平成１５年９月３０日現在) (平成１６年９月３０日現在) (平成１６年３月３１日現在) 

                      期   別  
 
 科   目 金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比 

［ 資 産 の 部 ］   百万円 %   百万円 %   百万円 % 

流 動 資 産 (  1,745,951 ) 94.2 (  1,615,686 ) 97.2 (  1,740,069 ) 94.5 
現 金 及 び 預 金   69,382     168,831     81,403   
割 賦 売 掛 金   621,962     435,635     608,169   
信用保証割賦売掛金   962,238     1,003,361     981,254   
販 売 用 不 動 産   ―     1,500     ―   
そ の 他   147,382     120,933     130,864   
貸 倒 引 当 金  △ 55,014    △ 114,574    △ 61,621   

固 定 資 産 (  108,062 ) 5.8 (  46,859 ) 2.8 (  101,878 ) 5.5 
有 形 固 定 資 産   33,110     13,501     32,312   
無 形 固 定 資 産   9,185     10,730     9,895   
投資その他の資産   111,208     23,316     99,996   
貸 倒 引 当 金  △ 45,441    △ 689    △ 40,326   
資 産 合 計   1,854,014  100.0   1,662,546  100.0   1,841,947  100.0 

［ 負 債 の 部 ］                
流 動 負 債 (  1,532,749 ) 82.7 (  1,780,651 ) 107.1 (  1,570,319 ) 85.2 
支払手形及び買掛金    23,273     24,983     24,896   
信用保証買掛金   962,238     1,003,361     981,254   
短 期 借 入 金   394,584     516,431     427,729   
預 り 金   ―     93,425     ―   
賞 与 引 当 金   1,216     1,229     1,085   
割 賦 利 益 繰 延   ―     67,399     ―   
そ の 他   151,435     73,820     135,353   

固 定 負 債 (  270,953 ) 14.6 (  62,885 ) 3.8 (  220,875 ) 12.0 
長 期 借 入 金   267,090     59,981     217,753   
退職給付引当金   251     ―     ―   
そ の 他   3,611     2,904     3,122   
負 債 合 計   1,803,702  97.3   1,843,536  110.9   1,791,194  97.2 

［ 少数株主持分 ］                
少 数 株 主 持 分 (  ― ) ―  (  ― ) ―  (  ― ) ―  

［ 資 本 の 部 ］                
資 本 金 (  31,150 ) 1.7 (  48,648 ) 2.9 (  31,150 ) 1.7 
資 本 剰 余 金 (  15,000 ) 0.8 (  32,502 ) 2.0 (  15,000 ) 0.8 
利 益 剰 余 金 (  1,025 ) 0.0 ( △ 262,866 ) △ 15.8 (  1,902 ) 0.1 
その他有価証券評価差額金 (  1,911 ) 0.1 (  725 ) 0.0 (  2,172 ) 0.1 
為替換算調整勘定 (  1,229 ) 0.1 (  ― ) ―  (  532 )   0.1 
自 己 株 式 ( △ 4 ) △  0.0 ( △ 0 ) △  0.0 ( △ 5 ) △  0.0 
資 本 合 計   50,311  2.7  △ 180,990  △ 10.9   50,752  2.8 
負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 

  1,854,014  100.0   1,662,546  100.0   1,841,947  100.0 
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中  間  連  結  損  益  計  算  書 
 

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期 

（ 自
 平成１５年４月 １日 
至 平成１５年９月３０日 ） （ 

自 平成１６年４月 １日 
至 平成１６年９月３０日 ） （ 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 ） 

期   別 
 
 
科   目 金     額 百分比 金     額 百分比 金     額 百分比 

   百万円 %   百万円 %   百万円 % 
営 業 収 益 (  53,198 ) 100.0 (  48,714 ) 100.0 (  107,095 ) 100.0 
総合あっせん収益   2,322     2,476     4,621   
個品あっせん収益   9,078     7,170     16,085   
信 用 保 証 収 益   16,526     15,781     33,557   
融 資 収 益   22,463     18,056     43,625   
金 融 収 益   340     1,891     3,664   
 ( 受  取  利  息 ) (  5 )  (  4 )  (  8 )  
 (そ    の   他 ) (  334 )  (  1,887 )  (  3,656 )  

その他の営業収益   2,467     3,338     5,540   

営 業 費 用 (  51,436 ) 96.7 (  47,102 ) 96.7 (  103,656 ) 96.8 
販売費及び一般管理費   42,438     37,613     85,465   
金 融 費 用   8,998     9,488     18,191   
 (支 払 利 息 ) (  8,774 )  (  9,257 )  (  17,658 )  
 (そ の 他 ) (  224 )  (  231 )  (  532 )  

営 業 利 益   1,761  3.3   1,612  3.3   3,438  3.2 

営 業 外 収 益 (  271 ) 0.5 (  239 ) 0.5 (  562 ) 0.5 
持 分 法 投 資 利 益   213     184     447   
雑 収 入   58     55     114   

営 業 外 費 用 (  74 ) 0.1 (  89 ) 0.2 (  92 ) 0.1 
雑 損 失   74     89     92   

経 常 利 益   1,958  3.7   1,761  3.6   3,908  3.6 

特 別 利 益 (  2,034 ) 3.8 (  94,000 ) 193.0 (  2,434
 
)    2.3 

厚生年金基金代行部分返上益   2,034     ―     2,034   
個人情報流出事故損害賠償金   ―     ―     400   
債 務 免 除 益   ―     94,000     ―   

特 別 損 失 (  1,672 ) 3.2 (  325,450 ) 668.1 (  2,033 ) 1.9 
特 別 退 職 金   1,347     ―     1,347   
個人情報流出事故損失   184     ―     208   
債 権 売 却 損   ―     88,539     ―   
貸倒引当金繰入額   ―     81,747     ―   
割賦利益繰延計上額   ―     69,831     ―   
信用保証事業分割損   ―     57,195     ―   
固 定 資 産 評 価 損   ―     11,287     ―   
そ の 他   139     16,848     477   

税金等調整前中間(当期)純利益   2,320  4.3  △ 229,688  △        471.5   4,309  4.0 

法人税、住民税及び事業税   66  0.1   56  0.1   85  0.1 

法 人 税 等 調 整 額   1,647  3.1   35,024  71.9   2,740  2.5 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益   605  1.1  △ 264,768  △        543.5   1,483  1.4 
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中  間  連  結  剰  余  金  計  算  書 
 

 前 中 間 期   当 中 間 期   前 期  期  別 
 
科  目 

（ 自
 平成１５年４月 １日 
至 平成１５年９月３０日 ） （ 

自 平成１６年４月 １日 
至 平成１６年９月３０日 ） （ 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 ） 

［ 資本剰余金の部 ］   
百万円 

  
百万円   百万円 

資本剰余金期首残高   15,000    15,000    15,000  

資 本 剰 余 金 増 加 高   ―    17,502    ―  

増資による新株の発行   ―    17,497    ―  

自己株式処分差益   ―    4    ―  

資 本 剰 余 金 減 少 高   ―    ―    ―  

資本剰余金中間期末(期末)残高   15,000    32,502    15,000  

［ 利益剰余金の部 ］             

利益剰余金期首残高   419    1,902    419  

利 益 剰 余 金 増 加 高   605    ―    1,483  

中間(当期)純利益   605    ―    1,483  

利 益 剰 余 金 減 少 高   ―    264,768    ―  

中間(当期)純損失   ―    264,768    ―  

利益剰余金中間期末(期末)残高   1,025   △ 262,866    1,902  
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期 期  別 
 

科  目  
（ 自

 平成１５年４月 １日 
至 平成１５年９月３０日 ）

 （ 自
 平成１６年４月 １日 
至 平成１６年９月３０日 ）

 （ 自
 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 ）

 

  百万円  百万円  百万円 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー          
税金等調整前中間(当期)純利益  2,320  △ 229,688   4,309  
減 価 償 却 費  2,535   2,341   5,064  
固 定 資 産 廃 棄 費  78   58   351  
貸倒引当金の増減額(減少:△) △ 4,213   13,316  △ 2,721  
退職給付引当金の増減額(減少:△) △ 2,002   ―  △ 2,253  
債 務 免 除 益  ―  △ 94,000   ―  
債 権 売 却 損  ―   88,539   ―  
割 賦 利 益 繰 延 計 上 額  ―   69,831   ―  
信 用 保 証 事 業 分 割 損  ―   57,195   ―  
固 定 資 産 評 価 損  ―   11,287   ―  
投 資 有 価 証 券 評 価 損  158   18   158  
そ の 他 の 非 資 金 分  96   ―   ―  
投 資 有 価証券売却損益  ―   3,362  △ 1,551  
受取利息及び受取配当金 △ 340  △ 559  △ 705  
支 払 利 息  8,774   9,257   17,658  
持 分 法 に よる投資利益 △ 213  △ 184  △ 447  
売上債権の増減額(増加:△)  38,082   112,286   42,991  
仕入債務の増減額(減少:△)  15,722   17,967   12,547  
その他の資産及び負債の増減額  100   ―   ―  
そ の 他  ―   12,046  △ 976  

      小      計  61,100   73,077   74,425  
利息及び配当金の受取額  339   559   705  
利 息 の 支 払 額 △ 8,786  △ 8,800  △ 17,538  
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 124  △ 97  △ 71  

   営業活動によるキャッシュ・フロー  52,528   64,738   57,520  
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー          
有価証券の取得による支出 △ 499  △ 499  △ 1,499  
有価証券の売却による収入  500   500   1,500  
有形固定資産の取得による支出 △ 787  △ 1,742  △ 2,197  
有形固定資産の売却による収入  43   3   43  
無形固定資産の取得による支出 △ 1,249  △ 2,363  △ 2,931  
投資有価証券の取得による支出  ―  △ 52  △ 8  
投資有価証券の売却による収入  ―   4,143   2,110  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入  ―   297   ―  
定期預金預入れによる支出  ―   ―  △ 353  
定期預金払い戻しによる収入  2,691   3,704   ―  
そ の 他 △ 3,940   1,233  △ 3,959  

    投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,242   5,223  △ 7,295  
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー          

短期借入金の純増減額(減少:△) △ 15,665   237,263  △ 16,535  
長 期 借 入 れによる収入  47,263   3,500   124,519  
長期借入金の返済による支出 △ 77,949  △ 215,833  △ 170,527  
新株式の発行による収入  ―   34,995   ―  
そ の 他  17,629  △ 42,897   5,928  

   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 28,721   17,028  △ 56,615  
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  249  ―   108  
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)  20,814   86,991  △ 6,281  
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  93,107   86,825   93,107  
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  113,921   173,816   86,825  
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[継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況] 

当社グループは、当中間期において、264,768 百万円の中間純損失を計上した結果、180,990 百万円
の債務超過になっております。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してお
ります。 

当社は、当該状況を解消すべく、株式会社新生銀行の子会社等を引受先とする 2,410 億円程度の優
先株式の発行を予定しており、債務超過は平成 17 年 1 月末迄には解消するとともに、財務内容は
大幅に強化される見込みであります。 
中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連
結財務諸表には反映しておりません。 

[中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項] 

１．連結の範囲に関する事項 
   (1) 連結子会社数    6 社 

   (2) 主要な連結子会社名 
・ アプラスリース 株式会社 
・ 株式会社 アプラスビジネスサービス 
・ パシフィック・オート・トレーディング 株式会社 

   (3) 株式売却による連結除外 
・ DAISHINPAN（CANADA）INC． 

２．持分法の適用に関する事項 
   持分法を適用した関連会社    1 社 

・ フロンティア債権回収 株式会社 

３．会計処理基準に関する事項 
(1)  重要な資産の評価基準および評価方法 

    ① 有価証券 

    ア．満期保有目的債券    ……… 償却原価法を採用しております。 

    イ．そ の 他 有 価 証 券 
      (ｱ) 時価のあるもの   ……… 中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法を採用し

ております。 
なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定しております。 

      (ｲ) 時価のないもの   ……… 移動平均法による原価法を採用しております。 

    ② たな卸資産（販売用不動産）……… 個別法による原価法を採用しております。 

    ③ デリバティブ             ……… 時価法を採用しております。 

   (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産 
 ア．貸与資産 

       リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の見積処分価額を残存価額とする定額法
を採用しております。 

 イ．その他の有形固定資産 
       定率法を採用しております。 
       ただし、東京研修会館の建物及び構築物ならびに平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については、定額法を採用しております。 
    ② 無形固定資産 
       自社利用ソフトウェアは、社内における利用可能期間（8 年）に基づく定額法を採用し

ております。 
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   (3) 重要な引当金の計上基準 
    ① 貸倒引当金 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については債権の内容を
検討し、必要額を計上しております。 

    ② 賞与引当金 
従業員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 

    ③ 退職給付引当金または前払年金費用 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基
づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 

        前払年金費用（2,058 百万円）は、「投資その他の資産」に含めて記載しております。 

   (4) 重要なリース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

   (5) 重要なヘッジ会計の方法 
    繰延ヘッジを採用しております。 
    なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用

しております。 
    当社は、為替変動リスクに対して為替予約取引を、金利変動リスクに対して金利オプショ

ン取引および金利スワップ取引を選択する方針であり、当中間期においては、借入金を対
象に金利オプション取引および金利スワップ取引を実施しております。 

    有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかを検証することにより、
行っております。 

   (6) 収益の計上基準 
営業収益の計上は、期日到来基準とし、次の方法によっております。 
① 総合あっせん収益 ……… 主として残債方式 
② 個品あっせん収益 ……… 主として 7・8分法 
③ 信 用 保 証 収 益 ……… 主として 7・8分法 
④ 融 資 収 益 ……… 主として残債方式 

（会計処理方法の変更） 
平成 16 年 9 月 29 日付で株式会社新生銀行の連結子会社となったことを受け、新生銀行グ
ループにおける会計処理方法の統一を目的として、営業収益計上基準の見直しを行った結
果、銀行の子会社として次のとおり会計処理方法を変更いたしました。 
総合あっせんおよび個品あっせんに係る割賦購入あっせん収益については、従来、金利等
の未経過期間に係る部分を除いて、割賦購入あっせん契約時に収益計上しておりましたが、
当中間期から、期日到来のつど、収益計上する方法に変更しました。 
また、信用保証収益については、従来、保証契約時に受領金額が確定する保証料は、保証
契約時に収益計上しておりましたが、当中間期から、期日到来のつど、収益計上する方法
に変更しました。 
あわせて、会計処理の統一を図るため、割賦購入あっせん収益および信用保証収益に係る
前期末現在の期日未到来残高についても、特別損失として処理しております。 
この変更により、従来の方法に比べ営業収益、経常利益はそれぞれ 1,346 百万円減少し、
税金等調整前中間純損失は、71,237 百万円増加しております。 
また、割賦利益繰延勘定については、割賦売掛金勘定の控除項目としていましたが、当中
間期から、流動負債に計上する方法に変更しました。 
この変更により、従来の方法に比べ中間連結貸借対照表における資産合計額ならびに負債、
少数株主持分及び資本合計額は、それぞれ、67,399 百万円増加しております。 
なお、損益に与える影響はありません。 
 
 
 
 



－ 16 － 

   (7) 消費税等の会計処理 
    消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 
    また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、「投資その他の資産」に計上し、5 年間で

均等償却を行っております。 

４．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
手許現金、要求払預金および流動性が高く容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅
少なリスクしか負わない取得日から3ヵ月以内に満期日の到来する短期的な投資からなっており
ます。 

[追加情報] 

平成 16 年 9 月 29 日付で株式会社新生銀行の連結子会社となったことを受け、同行の基準に準拠す
るために、資産全般についての評価の見直しを行い、債権につきましては、債務者区分と貸倒引当
率の見直しを行った結果、大幅な貸倒引当金の積増しを行い、その他の資産につきましては、評価
損等を計上いたしました。 

[表示方法の変更] 

「預り金」は、負債、少数株主持分及び資本の合計額の 100 分の 5 を超えることとなったため、
当中間期から区分掲記する方法に変更しました。 
なお、前中間期は流動負債の「その他」に 80,969 百万円含まれております。 
 

[注  記] 

（中間連結貸借対照表関係）    
 ( 前 中 間 期 ) ( 当 中 間 期 ) ( 前   期 ) 
１．有形固定資産の減価償却累計額 16,224 百万円 11,607 百万円 14,844 百万円 
２．担 保 に 供 し ている資産等 216,460 百万円 113,480 百万円 216,695 百万円 
３．保 証 債 務 残 高 228,461 百万円 197,314 百万円 210,617 百万円 
       
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 ( 前 中 間 期 ) ( 当 中 間 期 ) ( 前   期 ) 
現 金 及 び 預 金 勘 定 69,382 百万円 168,831 百万円 81,403 百万円 
流動資産のその他に含まれる現金同等物 45,417  5,205  9,346  

計 114,800  174,036  90,749  

預入期間が 3 ヵ月を超える定期預金 △  878  △  219  △ 3,923  
現金及び現金同等物の期末残高 113,921  173,816  86,825  

       
（セ グ メ ン ト 情 報） 

 （前中間期、当中間期および前期） 

     １．事業の種類別セグメント情報 
当社および連結子会社は、総合あっせん、個品あっせん、信用保証、融資等の業務を主に営
んでおり、これらの業務は信用供与から回収まで事業の種類、性質等が類似しているため、
記載しておりません。 

     ２．所在地別セグメント情報 
全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の
割合がいずれも 90％を超えているため、記載しておりません。 

     ３．海外売上高 
海外売上高は連結売上高の 10％未満のため、記載しておりません。 
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（リ ー ス取引関係） 

半期報告書について、ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
 
（有 価 証 券 関 係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 
（単位：百万円） 

前 中 間 期 
（平成 15 年 9 月 30 日現在） 

当 中 間 期 
（平成 16 年 9 月 30 日現在） 

前 期 
（平成 16 年 3 月 31 日現在） 

種     類 中間連結 
貸借対照表 
計 上 額 

時  価 差  額 
中間連結 
貸借対照表 
計 上 額 

時  価 差  額 
連 結 
貸借対照表 
計 上 額 

時  価 差  額 

国債・地方債等 1,514 1,514 0 1,499 1,499 0 1,499 1,499 △  0 
 
２．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 
前 中 間 期 

（平成 15 年 9 月 30 日現在） 
当 中 間 期 

（平成 16 年 9 月 30 日現在） 
前 期 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） 
種     類 

取得原価 
中間連結 
貸借対照表 
計 上 額 

差  額 取得原価 
中間連結 
貸借対照表 
計 上 額 

差  額 取得原価 
連 結 
貸借対照表 
計 上 額 

差  額 

株 式 8,190 11,408 3,217 4,274 5,496 1,222 6,360 10,022 3,661 
 
３．時価評価されていない主な有価証券の内容および中間連結(連結)貸借対照表計上額 

（単位：百万円） 
前 中 間 期 

（平成 15 年 9 月 30 日現在） 
当 中 間 期 

（平成 16 年 9 月 30 日現在） 
前 期 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） 種     類 
中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

関 連 会 社 株 式 983 996 1,218 
その他有価証券    

非 上 場 株 式 
(店頭売買株式を除く) 

1,976 1,699 1,980 

 

（デリバティブ取引関係） 

半期報告書について、ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
 

 
 
（期末発行済株式数（連結））                         （単位：株） 
 前 中 間 期 当 中 間 期 前     期 
普 通 株 式 63,823,995  193,469,351  63,820,387  
Ａ 種 優 先 株 式 5,000,000  5,000,000  5,000,000  
Ｂ 種 優 先 株 式 10,000,000  10,000,000  10,000,000  
Ｃ 種 優 先 株 式 15,000,000  15,000,000  15,000,000  

（注）当中間期における発行済株式数の増減内容は、以下のとおりであります。 
 （株式種類） （発行済株式） (資本組入額） 
第 三 者 割 当 増 資 普 通 株 式 129,614,767 株 17,497,993,545 円 
(平成 16 年 9 月 29 日)      
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中  間  連  結  取  扱  高  明  細 
    

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期 

（ 自 平成１５年４月 １日 至 平成１５年９月３０日 ） （ 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１６年９月３０日 ） （ 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 ） 

期    別 

部 門 別 金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比 
 百万円 % 百万円 % 百万円 % 

 72,934   94,870   157,999  総 合 あ っ せ ん 
( 72,764 ) 

8.7 
( 94,649 ) 

9.9 
( 157,628 ) 

9.2 

 90,761   76,634   174,048  個 品 あ っ せ ん 
( 84,891 ) 

10.9 
( 73,220 ) 

8.0 
( 164,169 ) 

10.1 

 234,918   254,753   486,128  信 用 保 証 
( 207,768 ) 

28.2 
( 225,640 ) 

26.7 
( 430,569 ) 

28.2 

 95,238   92,110   172,643  融 資 
( 95,238 ) 

11.4 
( 92,110 ) 

9.7 
( 172,643 ) 

10.0 

そ の 他  339,710  40.8  435,922  45.7  732,194  42.5 

合 計  833,563  100.0  954,291  100.0  1,723,014  100.0 

 （注） （   ）内は元本取扱高であります。 
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平成１６年１１月２６日 

平成１７年３月期  個別中間財務諸表の概要 

 

上 場 会 社 名  株式会社  ア プ ラ ス                      上場取引所(所属部)  大証(市場第一部) 
コ ー ド 番 号  ８５８９                                        本社所在都道府県  大阪府 
(ＵＲＬ http://www.aplus.co.jp) 
代 表 者    役職名  取 締 役 社 長     氏名  杉 山 淳 二 
問合せ先責任者    役職名  執  行 役  員     氏名  籠 谷  修 司    ＴＥＬ (06) 6245 ‐ 7952 
決算取締役会開催日    平成１６年１１月２６日                中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日        ――――                              単元株制度採用の有無  有 (1単元 500 株) 
 
１．１６年９月中間期の業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日） 
（１）経 営 成 績                                                                                                      （百万円未満切捨） 
 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
１６年９月中間期 ４８,４６６ （  △ ８.７ ） １,４９０ （ △  ７.５ ） １,４６０ （ △  ８.７ ） 
１５年９月中間期 ５３,０５６ （ ７.０ ） １,６１２ （ ２１５.０ ） １,５９９ （ １９８.４ ） 
１ ６年３月期 １０６,６０４    ３,０２６    ３,０５４    
 
 

中 間（当期）純利益 
１ 株 当 た り 
中間（当期）純利益 

 

 百万円   ％ 円  銭  
１６年９月中間期 △ ２６４,６６４ （ ―  ）  △  ４,０５６ ７５   
１５年９月中間期 ２７９ （ ３３.３ ） ４ ３８   
１ ６年３月期 ７５３    １１ ８１   
                                     １６年９月中間期    ６５,２４０,６０８株 
 （注） 1. 期 中 平 均 株 式 数   １５年９月中間期    ６３,８２６,０１７株 
               (普通株式)           １６ 年 ３ 月 期    ６３,８２４,２１３株 
        2. 会計処理方法の変更           有 
        3. 営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（２）配 当 状 況 
 １ 株 当 た り 

中 間 配 当 金 
１  株  当  た  り 
年  間  配  当  金 

 円 銭 円 銭 
１６年９月中間期 ０ ０ ―――― 
１５年９月中間期 ０ ０ ―――― 
１６年３月期 ―――― ０ ０ 
 
（３）財 政 状 態 
 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
１６年９月中間期 １,６６０,１６１ △ １８１,５７８ △ １０.９ △ １，０９３ ６０ 
１５年９月中間期 １,８４９,５５５ ４８,７９３ ２.６ ２９４ ４６ 
１ ６年３月期 １,８３８,３５６ ４９,５２７ ２.７ ３０５ ９８ 
                                      １６年９月中間期  １９３,４６９,３５１株        優先株式数については、 
 （注） 1. 期末発行済株式数    １５年９月中間期   ６３,８２３,９９５株       １７ページを参照してください。 
                (普通株式)           １６ 年 ３ 月 期   ６３,８２０,３８７株 
                                      １６年９月中間期           ４,６６７株 
         2. 期 末 自 己 株 式 数    １５年９月中間期               ３５,２５６株 
                (普通株式)           １６ 年 ３ 月 期            ３８,８６４株 
 
２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）  

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  
営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 
通 期 ９７,０００ ４,５００ △ ２６１,８００ ０ ０ ０ ０ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益(通期)  △２,０２３ 円 ８９ 銭 
 上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の８ページを参照してください。  
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中 間 貸 借 対 照 表 
 

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期 の 要 約 
貸 借 対 照 表 

(平成１５年９月３０日現在) (平成１６年９月３０日現在) (平成１６年３月３１日現在) 

                       期   別  
 
 
 科   目 金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比 

［ 資 産 の 部 ］   百万円 %   百万円 %   百万円 % 

流 動 資 産 (  1,747,161 ) 94.5 (  1,618,644 ) 97.5 (  1,741,125 ) 94.7 
現 金 及 び 預 金   67,373     168,584     79,311   
割 賦 売 掛 金   620,328     432,702     606,262   
信用保証割賦売掛金   962,238     1,003,361     981,254   
販 売 用 不 動 産   ―      1,500     ―    
そ の 他   152,043     126,946     135,734   
貸 倒 引 当 金  △ 54,823    △ 114,450    △ 61,437   

固 定 資 産 (  102,394 ) 5.5 (  41,516 ) 2.5 (  97,230 ) 5.3 
有 形 固 定 資 産   20,379     8,744     20,751   
無 形 固 定 資 産   8,939     10,643     9,699   
投資その他の資産   118,058     22,128     106,633   
貸 倒 引 当 金  △ 44,983     ―     △ 39,853   
資 産 合 計   1,849,555  100.0   1,660,161  100.0      1,838,356  100.0 

［ 負 債 の 部 ］                
流 動 負 債 (  1,531,269 ) 82.8 (  1,779,281 ) 107.2 (  1,568,965 ) 85.3 
支 払 手 形   10,108     10,465     10,805   
買 掛 金   12,838     14,441     13,761   
信用保証買掛金   962,238     1,003,361     981,254   
短 期 借 入 金   394,584     516,431     427,729   
預 り 金   ―      93,451     76,574   
賞 与 引 当 金   1,216     1,229     1,085   
割 賦 利 益 繰 延   ―      66,929     ―    
そ の 他   150,283     72,971     57,755   

固 定 負 債 (  269,492 ) 14.6 (  62,458 ) 3.7 (  219,863 ) 12.0 
長 期 借 入 金   267,090     59,981     217,753   
退職給付引当金   251     ―      ―    
そ の 他   2,150     2,476     2,109   
負 債 合 計   1,800,762  97.4   1,841,739  110.9   1,788,828  97.3 

［ 資 本 の 部 ］                
資 本 金 (  31,150 ) 1.7 (  48,648 ) 2.9 (  31,150 ) 1.7 
資 本 剰 余 金 (  15,000 ) 0.8 (  32,502 ) 2.0 (  15,000 ) 0.8 
資 本 準 備 金   15,000     32,497     15,000   
その他資本剰余金   ―      4     ―    

利 益 剰 余 金 (  736 ) 0.0 ( △ 263,454 ) △ 15.9 (  1,210 ) 0.1 
中間(当期)未処分利益   736    △ 263,454     1,210   

その他有価証券評価差額金 (  1,911 ) 0.1 (  725 ) 0.1 (  2,172 ) 0.1 
自 己 株 式 ( △ 4 ) △   0.0 ( △ 0 ) △   0.0 ( △ 5 ) △   0.0 
資 本 合 計   48,793  2.6  △ 181,578  △ 10.9   49,527  2.7 
負債・資本合計   1,849,555  100.0   1,660,161  100.0   1,838,356  100.0 
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中 間 損 益 計 算 書 
 

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期 の 要 約 
損 益 計 算 書 

（ 自 平成１５年４月 １日 至 平成１５年９月３０日 ） （ 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１６年９月３０日 ） （ 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 ） 

期   別 
 
 
 
科   目 金     額 百分比 金     額 百分比 金     額 百分比 

   百万円 %   百万円 %   百万円 % 
営 業 収 益 (  53,056 ) 100.0 (  48,466 ) 100.0 (  106,604 ) 100.0 
総合あっせん収益   2,322     2,476     4,621   
個品あっせん収益   9,078     7,170     16,085   
信 用 保 証 収 益   16,526     15,781     33,557   
融 資 収 益   22,530     18,056     43,625   
金 融 収 益   339     1,888     3,658   
 (受 取 利 息 ) (  5 )  (  4 )  (  8 )  

 (そ の 他 ) (  334 )  (  1,884 )  (  3,650 )  
その他の営業収益   2,258     3,092     5,055   

営 業 費 用 (  51,443 ) 97.0 (  46,975 ) 96.9 (  103,578 ) 97.2 
販売費及び一般管理費   42,383     37,497     85,340   
金 融 費 用   9,060     9,477     18,238   

 (支 払 利 息 ) (  8,756 )  (  9,246 )  (  17,625 )  
 (そ の 他 ) (  303 )  (  231 )  (  612 )  
営 業 利 益   1,612  3.0   1,490  3.1   3,026  2.8 

営 業 外 収 益 (  61 ) 0.1 (  59 ) 0.1 (  120 ) 0.1 
雑 収 入   61     59     120   

営 業 外 費 用 (  74 ) 0.1 (  89 ) 0.2 (  92 ) 0.0 
雑 損 失   74     89     92   

経 常 利 益   1,599  3.0   1,460  3.0   3,054  2.9 

特 別 利 益 (  2,034 ) 3.8 (  94,000 ) 193.9 (  2,434 ) 2.2 
厚生年金基金代行部分返上益   2,034     ―      2,034   

個人情報流出事故損害賠償金   ―      ―      400   

債 務 免 除 益   ―      94,000     ―    

特 別 損 失 (  1,672 ) 3.1 (  325,175 ) 670.9 (  2,033 ) 1.9 
特 別 退 職 金   1,347     ―      1,347   

個人情報流出事故損失   184     ―      208   

債 権 売 却 損   ―      88,539     ―    
貸倒引当金繰入額   ―      81,688     ―    

割賦利益繰延計上額   ―      69,717     ―    

信用保証事業分割損   ―      57,195     ―    

固 定 資 産 評 価 損   ―      11,287     ―    

そ の 他   139     16,747     477   
税引前中間(当期)純利益   1,961  3.7  △ 229,714  △ 474.0   3,454  3.2 
法人税、住民税及び事業税   50  0.1   10  0.0   103  0.1 
法 人 税 等 調 整 額   1,631  3.1   34,940  72.1   2,598  2.4 
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益   279  0.5  △ 264,664  △ 546.1   753  0.7 
前 期 繰 越 利 益   412     1,210     412   
合併に伴う未処分利益受入額   44     ―      44   
中間（当期）未処分利益   736    △ 263,454     1,210   
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[継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況] 

当社は、当中間期において、264,664 百万円の中間純損失を計上した結果、181,578 百万円の債務
超過になっております。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく、株式会社新生銀行の子会社等を引受先とする 2,410 億円程度の優
先株式の発行を予定しており、債務超過は平成 17 年 1 月末迄には解消するとともに、財務内容は
大幅に強化される見込みであります。 

中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸
表には反映しておりません。 

 
［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］ 

１．資産の評価基準及び評価方法 
   (1) 有価証券 
    ① 満 期 保 有 目 的 債 券  ……… 償却原価法を採用しております。 
    ② 子会社株式及び関連会社株式  ……… 移動平均法による原価法を採用しております。 
    ③ そ の 他 有 価 証 券 

ア．時価のあるもの      ……… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 
                     なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価 
                     は移動平均法により算定しております。 

イ．時価のないもの       ……… 移動平均法による原価法を採用しております。 

   (2) たな卸資産（販売用不動産）……… 個別法による原価法を採用しております。 

(3) デリバティブ             ……… 時価法を採用しております。 

２．有形固定資産の減価償却の方法 
(1)  貸与資産は、リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の見積処分価額を残存価額とす 

     る定額法を採用しております。 
   (2) その他の有形固定資産は、定率法を採用しております。 
      ただし、東京研修会館の建物及び構築物ならびに平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については、定額法を採用しております｡ 

３．無形固定資産の減価償却の方法 
      自社利用ソフトウェアは、社内における利用可能期間（8年）に基づく定額法を採用しております。 

４．引当金の計上基準 
   (1) 貸倒引当金 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については債権の内容を
検討し、必要額を計上しております。 

   (2) 賞与引当金 
従業員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 

   (3) 退職給付引当金または前払年金費用 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基
づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 
前払年金費用（2,058 百万円）は、「投資その他の資産」に含めて記載しております。 

５．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 



－ 23 － 

６．ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジを採用しております。 
なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用してお
ります。 
当社は、為替変動リスクに対して為替予約取引を、金利変動リスクに対して金利オプション取引
および金利スワップ取引を選択する方針であり、当中間期においては、借入金を対象に金利オプ
ション取引および金利スワップ取引を実施しております。 
有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかを検証することにより、行って
おります。 

７．収益の計上基準 
営業収益の計上は、期日到来基準とし、次の方法によっております。 
① 総合あっせん収益 ……… 主として残債方式 
②  個品あっせん収益 ……… 主として 7・8分法 
③ 信 用 保 証 収 益 ……… 主として 7・8分法 
④ 融 資 収 益 ……… 主として残債方式 

（会計処理方法の変更） 
平成 16 年 9 月 29 日付で株式会社新生銀行の連結子会社となったことを受け、新生銀行グルー
プにおける会計処理方法の統一を目的として、営業収益計上基準の見直しを行った結果、銀行
の子会社として次のとおり会計処理方法を変更いたしました。 
総合あっせんおよび個品あっせんに係る割賦購入あっせん収益については、従来、金利等の未
経過期間に係る部分を除いて、割賦購入あっせん契約時に収益計上しておりましたが、当
中間期から、期日到来のつど、収益計上する方法に変更しました。 
また、信用保証収益については、従来、保証契約時に受領金額が確定する保証料は、保証契約
時に収益計上しておりましたが、当中間期から、期日到来のつど、収益計上する方法に変更し
ました。 
あわせて、会計処理の統一を図るため、割賦購入あっせん収益および信用保証収益に係る
前期末現在の期日未到来残高についても、特別損失として処理しております。 
この変更により、従来の方法に比べ営業収益、経常利益はそれぞれ 1,299 百万円減少し、
税引前中間純損失は、71,016 百万円増加しております。 
また、割賦利益繰延勘定については、割賦売掛金勘定の控除項目としていましたが、当中間期
から、流動負債に計上する方法に変更しました。 
この変更により、従来の方法に比べ中間貸借対照表における資産合計額ならびに負債・資本合
計額は、それぞれ 66,929 百万円増加しております。 
なお、損益に与える影響はありません。 

８．消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 
また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、「投資その他の資産」に計上し、5 年間で均等償
却を行っております。 

 [追加情報] 

平成 16 年 9 月 29 日付で株式会社新生銀行の連結子会社となったことを受け、同行の基準に準拠す
るために、資産全般についての評価の見直しを行い、債権につきましては、債務者区分と貸倒引当
率の見直しを行った結果、大幅な貸倒引当金の積増しを行い、その他の資産につきましては、評価
損等を計上いたしました。 

［表示方法の変更］ 

「預り金」は、負債、少数株主持分及び資本の合計額の 100 分の 5 を超えることとなったため、
当中間期から区分掲記する方法に変更しました。 
なお、前中間期は流動負債の「その他」に 76,574 百万円含まれております。 
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［注  記］ 

（中間貸借対照表関係）    
 ( 前 中 間 期 ) ( 当 中 間 期 ) ( 前   期 ) 
１． 有形固定資産の減価償却累計額 4,625 百万円 2,626 百万円 3,985 百万円 
２． 担 保 に 供 し て い る 資 産 214,230 百万円 112,358 百万円 215,066 百万円 
３． 保 証 債 務 残 高 228,461 百万円 197,378 百万円 210,617 百万円 
    
（中間損益計算書関係）    
    減 価 償 却 実 施 額       

有 形 固 定 資 産 250 百万円 276 百万円 425 百万円 
無 形 固 定 資 産 881 百万円 976 百万円 1,802 百万円 

 
（リ ー ス 取 引 関 係） 

半期報告書について、ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 
（有 価 証 券 関 係） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 


